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 要　　旨
　高大連携プログラムの取り組みのひとつとして、松本大学と長野県商業教育研究会ではデパ トーサミッ
ト（マーケティング塾＋デパ トーゆにっと）を共催している。これまで数多くの商業を学ぶ高校生が大学・
産業界・地域と連携をしながら「実践教育」にチャレンジをしてきた。これらの取り組みを通じた教育上
の効果について明らかにすることが本論の目的である。デパ トーサミットに参加した高校生へのアンケー
トを分析した結果、「性格や日常の行動」、「地域に対する理解・印象」、「高校での学習内容への関
心」が、いずれもポジティブな変化をみせていることがわかった。このことから、デパ トーサミットにみられ
るように、商業の学びに「地域」をキーワ ドーとして加えることを通して、「若者が地域で主体的に生きる
ためにはどうすべきかを考える学習」へと変化していく効果があることがわかった。こうした結果を踏ま
えて、次年度以降は、プログラムのさらなる充実、単位認定の可能性、デパ トーサミットに参加した生徒の
追跡調査など、次なるステップへと繋げていくことを模索していく。
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Ⅰ．はじめに
1．背景と経緯
　デパ トーサミットは、長野県商業教育研究会が
主催し、松本大学が共催して平成25年度より実施
している県内の商業高校を中心とした高校生の人
材育成事業であり、毎月1回松本大学において開催
されるマーケティング塾とその成果を検証する合同
販売会のデパ トーゆにっとによって構成されている。
デパ トーサミットの目的は、当初は、実践的な教育
手法による高校の商業教育の質の向上及び個々の
生徒の成長や学びが中心であったが、これまでの
取り組みの中で、商業教育のレベルアップにとどま
らず、高校生を地域の担い手として育てること、そ
のために必要な地域に根ざしたマーケティングや
商品開発を実践的に学ぶことが主要な狙いとして
位置づけられてきた。
　本稿は、デパ トーサミットが地域の人材育成にど
のような役割を果たし、具体的にどのような成果を
生み出しているかについて検証し、さらに高大連
携型の人材育成モデルの構築を図ることを目的する
「高大連携による地域人材の育成に関する実証的
研究～デパ トーサミットの成果と可能性～」の平成
28年度における研究成果をとりまとめたものである。
この研究は、3ケ年に亘り行う予定であり、1年目は
特にデパ トーサミットが個々の生徒の成長や学びに
関して、その成果の検証を行い、2年目は高校ある
いは大学における地域の人材育成に関する教育の
質の向上についてその成果を検証し、3年目は地域
の人材を育成する観点から成果を検証するととも
に、高大連携型の人材育成モデルの構築を図るこ
ととしている。
　したがって本稿では、高校における商業教育の
質的な向上を図る観点から、個々の生徒の成長や
学びに対するデパ トーサミットの成果を検証すると
ともに、高大連携型の人材育成モデルとしてどのよ
うな意義があるかについても検討を行い、今後の
研究の課題を明らかにすることを目的とする。
2．松本大学における高大連携事業
とデパートサミット
1）松本大学における高大連携事業
　デパ トーサミットは、松本大学がこれまで取り組
んできた高大連携事業を発展させた取り組みであ
る。松本大学が取り組む高大連携事業は、①専門
教科の学習を中心とした「高大接続型事業」、②
高校において地域をテーマに学習するために、また
地域の活動に高校生が参加するために、大学が支
援する「地域との連携支援型事業」、③高校生を
将来の地域を支える人材として育てるために、地域
の歴史や資源を学び、地域の課題を研究し、その
解決を図る「地域人教育」という3種類の事業に
よって進められている。
　「高大接続型事業」としては、平成17年度より長
野県穂高商業高等学校と連携し、「高校授業グ
レ ドーアップ型講義」として、高校の講義を大学の
教員が担当してより専門的な学習や資格取得を支
援している。「地域との連携支援型事業」としては、
長野県小諸商業高等学校や長野県辰野高等学校
などを対象として地域での活動の支援や商品開発
などを行った。平成24年度から辰野高校の生徒が
地元の商店街で開催する空き店舗を活用した活性
化事業について、大学生が運営への助言や接客等
の研修を行うとともに、地域の食材や食文化を活
かした商品開発を行った。さらに「地域人教育」と
しては、平成24年度から当時の長野県飯田長姫高
等学校（平成25年度より長野県飯田OIDE長姫高
等学校）が開始した地域社会に貢献できる「人財」
を育成することを目指し、高校生が地域理解を深
め、地域での生き方を考え、郷土愛を育む教育プ
ログラムを推進してきている。
　デパ トーサミット事業は、松本大学が取り組んで
きた以上の3種類の高大連携事業を統合し、高校
の商業教育の質的な向上を図るとともに、高校と
地域総合研究　第18号　Part 1
31
大学が連携して地域を支える人材を育てる取り組
みである。
2）地域との連携支援型事業
　地元から生徒が集まる小中学校とは異なり、生
徒が広域から集まる高校では、地域との連携がな
かなか進みにくい現状がある。そのような状況を踏
まえ、本学では地域との連携についての経験を活
かしながら、高校を支援する「地域との連携支援
型事業」に取り組んでいる。
　松本大学が初めて取り組んだ「地域との連携支
援型事業」は、平成21年度に実施した小諸商業高
校との地元農産物を活用した商品開発である。当
時、小諸市から協力を要請された地元農産物の活
用について、高校生との共同開発を大学生が提案
したことがきっかけで、地元食材を活用するレスト
ラン「停車場ガーデン」の協力を得ながら、小諸の
特産の雑穀「七穀米」と「山浦ごぼう」を使った
「松・小のつながりむすび」を開発し、サークルKサ
ンクスより発売した。この事業をきっかけに高校と
地域のつながりが生まれ、現在でも高校生が停車
場ガーデンで期間限定のカフェを開催するなどの成
果を上げている。
　この取り組みをきっかけに、平成22年度より辰野
高校と連携し、伊那地方の名物「ロ メーン」と松本
塩尻の名物「山賊焼」を使ったパンを開発して、高
速道のパーキングエリアやサークルKサンクスにお
いて販売し、辰野高校とはその後、商品開発やまち
づくりの取り組みについて継続的な連携を行って
いる。また、平成24年度には、長野県丸子修学館
高等学校の総合学科福祉コースとの交流から、
「教育協力協定」を締結し、高齢者の買い物問題
の調査研究や高校生の研究計画に対して大学生
が助言するなどを行った。また長野県梓川高等学
校では、平成24年度より公民館と協力し、高校生
による地元の現地踏査やワークショップを大学生
がコーディネ トーして実施し、それがきっかけとなり
高校と地域の交流が活発になった。さらに平成25
年度より穂高商業高校の依頼から、3学年の文化
祭クラス企画を学生と高校生が一緒に取り組み、
地域から好評を得て来場者が増加した。
　「地域との連携支援型事業」においては、①具
体的なテーマや課題を切り口にして実践的な取り
組みから始める、②高校生と大学生に加えて、それ
を支える地域の人々にも参画してもらう、③協定な
どの形にとらわれずに、実践を積み重ねる中で信
頼関係を築くことを大切にして、より教育的な効果
をあげることができるような取り組みを行った。
3）地域人教育
　地域人教育は、平成24年度から飯田長姫高校が
開始した地域社会に貢献できる「人財」を育成する
ことを目指し、高校生が地域理解を深め、地域で
の生き方を考え、郷土愛を育む教育プログラムであ
る。
　飯田地域が抱える地域課題を人材の育成という
観点から解決しようという取り組みであり、平成23
年度に飯田長姫高校の教員から地域を担う人材と
して高校生を育てるプログラムについて一緒に取り
組みたいという要望が松本大学にあり、その議論
の中から地域人教育の取り組みが始まった。リニア
新幹線開業を見据え、地域のあり方を真剣に模索
している飯田市にとっては、若者の地域への定着
が大きな課題である一方で、飯田長姫高校にとっ
ては、商業教育を将来のまちづくりや地域経済を
支える人材育成として地域との連携の中で再編成
することが課題であった。これらの問題意識を背
景として、平成23年度を試行期間として位置づけ、
高校1年生を対象として大学教員による地域や地
元の文化・歴史に関する講義や買い物弱者問題を
テーマにしたリヤカーによる引き売りの研修などを
行った。その成果を踏まえて、平成24年度には、
「地域人教育の推進に向けての3者の連携協定」
を締結し、より具体的なプログラムの整備を行った。
　地域人教育は、1年次は大学教員や地域の専門
家による飯田の歴史や地域資源に関する講義と街
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中を歩いて地域の魅力や課題を把握する「フィー ル
ドスタディ」を通じた「地域を知る」、2年次は地域
のイベントへの参加や商品開発、情報発信を行う
「地域で活動する」、3年次はグループごとに地域
課題について地域と連携して解決に取り組む「地
域の課題解決に向けて行動する」という3年間で7
単位、245時間の正課のカリキュラムによって構成
されている。地域と関わり、その実践の中で主体性
や自立性、企画力、実践力、協働性などの「自分で
考え、行動できる力」を身につけ、地域産業、暮ら
しの中核を担うリーダーを育てることを目的とし、
地域に愛着と誇りを持って世界で活躍する、飯田
を拠点として世界に向けて活躍できる「人財」の育
成を目指している。
　実施にあたっては、平成24年度に飯田市と飯田
OIDE長姫高校、松本大学がその推進のための三
者協定を締結し取り組んでいる。特に飯田市は公
民館を窓口にして主事のプロジェクトチームを組み、
教員と密接に連携しながら、地域と高校を結び付
け、市内各地区において具体的な事業を展開して
おり、行政と学校が一体となった教育実践でもあ
る。
　地域人教育では、1年次から3年次まで松本大学
と飯田市が協力する様々な学習・実践プログラム
を配置し、3年間で245時間のうち、松本大学は18
時間の講義を担当して実施している。平成25年度
には、総合経営学部より延べ6名の教員が高校にて
「飯田の産業史」、「ブランドづくり」などをテーマ
に講義を行ったほか、飯田市内におけるフィー ルド
ワークを本学教員と大学生が指導した。
　平成26年度からはフィー ルドワークをより効果的
に実施するために、研修として松本市内において
大学生の指導の下でフィー ルドワークを実施したほ
か、地域人教育の円滑な実施に向けて大学教員を
講師として、高校教員と飯田市職員を対象とした研
修会を開催するなど、実施体制の整備にも取り組
んでいる。また、地域人教育の成果を進路に結び
つけるために、地域の課題を解決する「コミュニ
ティ・ビジネス」の講義を行うなどの取り組みも始
まっている。さらに、平成26年度には、はじめて協
定締結前の試行期間で1年次から地域人教育を受
けた卒業生が本学に入学し、高校から大学までの
7年間にわたって学びを深める学生も出てくること
になった。
3．松本大学の高大連携の特徴とデ
パートサミット
　松本大学における高大連携事業では、いずれも
①「地域の若者を地域で育てて地域に返す」とい
う大学が掲げる理念に沿って高校と連携し、地域
の担い手を育てること、②高校生と大学生が一緒
に学び、活動することで新しい価値や学びを生み
出すこと、③若者が始めた取り組みが地域に定着
すること、④高校が地域の中核になることが大切に
されていること、が特徴となっている。
　高大連携事業はこれまで多くの大学でも取り組
まれているが、初期の高大連携の多くは、大学に
とっては学生の確保が主な目的となり、一方で高校
にとっても進学先の確保としての手段となる傾向に
あった。したがって、学生や生徒を育てるという意
識は低くなりがちで、協定等を結ぶものの具体的な
取り組みは出前講義や大学見学などに限定され、
教育的な効果は小さくなりがちであった。その後、
高校教育の高度化や専門化を受けて、高校の学習
内容の支援などが取り組まれたが、出前講義の実
施やその単位化など高大接続という観点からは、
一定の成果がみられたものの、やはり学生確保とい
う大学側の思惑に左右され継続性を欠くなどの問
題がみられた。
　これに対して、松本大学の高大連携事業は、学
生の確保や大学による高校への学習支援にとどま
らず、地域を支える人材を高校と大学が連携して
育てることを目的としており、その目的を達成する
ために、第一に地元に対する理解や関心、愛着な
どを深め、地域を支えていく意識を涵養すること、
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第二に高校での学習に対する動機づけを通じて、
将来地元で活躍するために必要な知識や学力を習
得すること、第三に地域や社会と触れ合うことで協
調性や協働性、社会人基礎力など地域や社会で生
きていく力を習得すること、第四に地域の課題に向
き合い地域の課題を解決して地域を高めていくた
めに、新しい価値を生み出す発想力、創造力、問
題解決能力などを身につけることを目指すものであ
る。
　本稿で取り上げるデパ トーサミットも、商業教育
の質的向上や生徒の地域への理解を促す、地元や
地域を対象とした学習活動にとどまらない、新し
い商業教育や学校教育のあり方を通じた、若者の
地元への定着の促進や地域の活性化を担う人材
の育成、さらには地域や地域独自の商業文化の創
造など、地域づくりそのものへの取り組みでもある。
4．本稿の目的と構成
　本稿では、高校における商業教育の質的な向上
を図る観点から、個々の生徒の成長や学びに対す
るデパ トーサミットの成果を検証するとともに、高
大連携型の人材育成モデルとしてどのような意義
があるかについても検討を行い、今後の研究の課
題を明らかにすることを目的とする。
　そこでまず、Ⅱにおいて、長野県における商業教
育の現状と課題を明らかにし、実践教育の概要及
び課題を整理するとともに、デパ トーサミットへの
取り組みのきっかけとなった長野県における地域
連携を教材とした商業教育として、実習販売及び各
校が独自に取り組んできた地域を教材とした連携
教育の広がりについてその意義について検証を行
う。さらにデパ トーサミットについて、特に当初、商
業教育の質の向上を目指して始まったものの、事業
実施する中で、生徒の学びの目標が商業の実習販
売にとどまらず「地域」に対する意識の変化に繋
がっていったことに注目し、その経緯と内容につい
ても整理する。
　次にⅢでは、デパ トーサミットに参加した高校生
を対象として実施したアンケ トー調査をもとに、デ
パ トーサミットの教育効果を明らかにする。実験的
な取り組みとして、デパ トーサミットの経験を通じて、
①性格や日常の行動に変化が見られたか、②地域
に対する理解・印象に変化が見られたか、③高校
での学習内容への関心に高まりが見られたか、と
いう3つの視点を中心に、デパ トーサミットの教育
効果について検証を行う。具体的な分析項目とし
ては、①デパ トーサミット事業の教育上の工夫に対
する評価、②平成18年に経済産業省が定義した
「社会人基礎力」を念頭にした性格や日常の行動
の変化、③デパ トーサミットの経験を通じて、地域
に対する理解・印象の変化、④デパ トーサミットの
経験による高校（商業科）での学習内容への関心
の高まりについて分析を行い、デパ トーサミットの
教育効果を明らかにする。
　さらにⅣでは研究結果を踏まえて、デパートサ
ミットが、高大連携型の人材育成モデルとしてどの
ような意義があるかについても検討を行い、今後
の研究の課題を明らかにする。
Ⅱ． 長野県の商業教育とデパー
トサミット
1．高校商業科の生徒数の減少と課題
　高校生全体に占める商業科生徒数の割合は、平
成27年の学校基本調査によれば6.1％である注1。
ピーク時の昭和40年には16.9％であったことと比べ
ると、その減少率は職業教育を主とする学科の中
でも最も激しい注2。普通科志向が始まった1970年
代から職業教育を主とする学科の生徒数はいずれ
も減少が続いているが、工業科がピーク時の6割
程度であるのに対し商業科は4割にも満たない。
　その主な理由は、社会における産業構造の変化
や大学教育の大衆化にともない、商業高校の教育
が即戦力としてリンクしなくなり職業教育の優位性
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が薄れた点がしばしば挙げられる。特に商業高校
が顕著であるのは、番場博之氏によれば「商業高
校が衰退・低迷していったのは、そこで養成されて
きた人材が担ってきた労働が他によって代替され
ていったため、そしてそこでなされてきた職業教育
が他の教育機関による職業教育によって代替され
たためである」注3と述べている。一方で「後期中等
教育における職業に関する教育が必要なくなった
とういうわけではなく、むしろその重要性は増して
いる」注4とも述べている。
　学習指導要領は平成11年の改訂以降「商業教
育」を「ビジネス教育」として捉え、「ビジネス」の
定義を「商品の生産・流通・消費にかかわる経済
的諸活動の総称」としている注5。すなわち6次産業
化やサービス経済化が進む中で、生産と消費の橋
渡しをする経済活動の諸分野についての教育その
ものの必要性は増加してきていると捉えることが
できる。そこでこの項では商業教育の必要性は認
めながらも、商業高校各科目の授業が生徒の間で
どのように捉えられてきたかを経年で探ることで、
いわゆる「商業教育離れ」について、その原因を探
ることとした。以下、商業高校とは商業に関する学
科を設置する高等学校を示すことにする。そして、
デパ トーサミットが「商業高校の学習」を「商業教
育の学び」に重ねようとする長野県の教員の工夫
から始まったことを述べてみたい。
　長野県商業教育研究会が過去30年以上調査を
続けてきた各科目に対する生徒の学習意識アン
ケ トーを分析してみると、商業科の学習内容に対す
る生徒の意欲の変化が見て取れる注6。
　表1～4は、長野県内の商業高校生が、卒業時点
で感じた商業科目に対する意欲等の意識度を経年
変化で表したものである。質問項目に応じて商業
科全科目に対する当該科目のランキングを表示し
た。履修状況は、「簿記」と「情報処理」は、長野
県では全ての商業高校生が履修している。「総合
実践」は「課題研究」が原則履修になるなどの影
響から、近年になって一部の高校では履修が行わ
れていない。「マーケティング」は、近年履修率が高
まっている科目であるが多くの学校が選択科目とし
て位置づけている。
　表1を分析してみると、「簿記」は「内容が面白く
て意欲的に学習できた科目」として長年ランキング
の上位になっている。しかし、一方で近年この科目
は「内容が難しくて理解しにくい科目」のトップに
なっている。同様に「内容がつまらなく勉強する気
になれなかった科目」のトップになっている点も気
がかりである。これは学習指導要領の度重なる改
訂の中で「簿記」の学習内容のボリュームが若干
増えたこともあるが、生徒の意識の変化はそれだ
けにとどまるものではない。簿記教育を商業教育
の柱として標榜する教員にとっては由 し々き事態で
ある。「簿記」は従来から商業教育の中心科目で
あったが、20～30年前は学習困難な科目として生
徒は捉えていなかった。ところが近年の傾向は、そ
の重要性の認識は変わらないが、生徒の好き嫌い
が分かれ学力差が非常に大きい科目になっている
ことがわかる。
　表2の「情報処理」は、過去30年間一貫して「内
容が面白く意欲的に学習できた科目」の上位にあ
る。パソコンの普及にともない汎用機によるプログ
ラミング教育が行われなくなった平成10年頃から
「内容が難しくて理解しにくかった科目」というイ
メージが薄れた。コンピュータ技術の変化により、
生徒にとってはその学習の難易が時代とともに変
化する科目であるという特徴を持つ。
　表4の「総合実践」は「簿記」の魅力と大きく関
わる科目である。20年以上前までは「総合実践」は
「内容が面白くて意欲的に学習できた科目」のトッ
プであった。「簿記」の記帳の力を重視しながらも、
自分が主体となって取引を行うことができる科目
である。時には電話応対や接遇を実践の場面に入
れることを積極的に行ってきた。しかし、「簿記」を
苦手とする生徒が増加することは「総合実践」とい
う科目の魅力を失うことにも繋がっている。近年の
データがそれを表している。
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　簿記教育が高校の商業教育の中心的な役割を
果たしていることを否定するものではない。しかし、
このアンケ トーは生徒の意識の変化に教員の指導
が連動していないということを示している。商業高
校に入学してくる生徒の力や興味が多様化する中
で、「簿記」の授業は理解力のある生徒には面白
いが、内容に興味を失い理解が追いつかなくなっ
た生徒には単にわかりにくく面白くない授業としか
映らなくなってしまった。「簿記」は検定学習を柱
とする授業の代表的科目であるが、時代の変遷の
中で生徒のニ ズーは多様化してきている。商業教
育の中心となる簿記教育を検定学習として続けれ
ば続けるほど、一部生徒の学習意欲を削ぐことにな
る。商業の学習に対する生徒の意識は変化し、そ
の意欲の醸成を検定学習で繋ぎとめることはすで
に限界に来ている。このような教員と生徒の意識
のずれは時代の経過とともに生じ、微妙な食い違
いとなって商業教育の魅力をわかりにくくしている。
　ところで平成21年の学習指導要領の改訂は、商
業教育を単に流通や商業の一分野として捉えるの
ではなく、マーケティング教育の側面を大きく導入
し転換を図ったものである。この分野は産業界に
表1 「簿記」に対する生徒の学習意識度　科目別ランキング
内容が面白く
て意欲的に学
習できた科目
内容がつまらな
く勉強する気
になれなかっ
た科目
社会に出てか
ら役 立ちそう
な科目　　
内容が難しく
て理 解しにく
かった科目
旧科目名 科目数
1985（昭和60）年 2 10 5 10 簿記Ⅰ 18
1991（平成3）年 4 8 4 8 簿記Ⅰ 18
1994（平成6）年 3 7 3 5 簿記Ⅰ 18
1998（平成10）年 4 2 2 3 21
2001（平成13）年 3 2 1 2 21
2005（平成17）年 2 1 2 1 17
2009（平成21）年 1 5 1 1 17
2014（平成26）年 1 1 1 1 17
2015（平成27）年 1 1 1 1 20
2016（平成28）年 2 1 1 1 20
表2 「情報処理」に対する生徒の学習意識度　科目別ランキング
内容が面白く
て意欲的に学
習できた科目
内容がつまらな
く勉強する気
になれなかっ
た科目
社会に出てか
ら役 立ちそう
な科目　　
内容が難しく
て理 解しにく
かった科目
旧科目名 科目数
1985（昭和60）年 3 4 6 1 情報処理Ⅰ 18
1991（平成3）年 2 6 5 3 情報処理Ⅰ 18
1994（平成6）年 5 5 6 3 情報処理Ⅰ 18
1998（平成10）年 3 7 4 6 21
2001（平成13）年 1 11 2 8 21
2005（平成17）年 1 4 1 4 17
2009（平成21）年 2 4 2 3 17
2014（平成26）年 4 2 2 2 17
2015（平成27）年 2 2 2 3 20
2016（平成28）年 1 7 2 6 20
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おいてもその必要性が高まっている。また商業教
育の魅力を生徒に伝えることのできる内容が多く
含まれている。しかし、表3の「マーケティング」は、
生徒アンケ トーにおいては過去に「内容が面白くて
意欲的に学習できた科目」の下位に低迷していた。
そのような状況を踏まえ、平成24年に長野県商業
教育研究会は「マーケティング特別研究委員会」を
立ち上げ、長野県の地域に根ざしたマーケティング
教材集を作成した。このことが今まで各校で指導
に苦慮していたマーケティング教育、ひいては商業
教育の魅力を再考し発信するきっかけとなった。昨
年のデータでは「マーケティング」は「内容が面白く
て意欲的に学習できた科目」の5位にまで上昇して
きた。本研究で考察するデパ トーサミットはそのよ
うな動きの延長線上に生まれた取り組みである。
2．地域連携を教材とした商業教育
　デパ トーサミットが速やかに実施できた理由は、
地域連携を教材とした2つの方向の実践事例が背
景にあったからである。1点目は、長野県の商業高
校で古くから行われてきた実習販売である。実習
表3 「マーケティング」に対する生徒の学習意識度　科目別ランキング
内容が面白く
て意欲的に学
習できた科目
内容がつまらな
く勉強する気
になれなかっ
た科目
社会に出てか
ら役 立ちそう
な科目　　
内容が難しく
て理 解しにく
かった科目
旧科目名 科目数
1985（昭和60）年 11 12 14 13 18
1991（平成3）年 12 10 14 12 18
1994（平成6）年 12 10 12 12 18
1998（平成10）年 13 12 14 16 21
2001（平成13）年 13 7 12 12 21
2005（平成17）年 9 11 11 15 17
2009（平成21）年 10 2 5 8 17
2014（平成26）年 11 2 7 7 17
2015（平成27）年 8 10 8 11 20
2016（平成28）年 5 8 5 8 20
表4 「総合実践」に対する生徒の学習意識度　科目別ランキング
内容が面白く
て意欲的に学
習できた科目
内容がつまらな
く勉強する気
になれなかっ
た科目
社会に出てか
ら役 立ちそう
な科目　　
内容が難しく
て理 解しにく
かった科目
旧科目名 科目数
1985（昭和60）年 1 9 1 7 18
1991（平成3）年 1 9 1 7 18
1994（平成6）年 1 9 1 6 18
1998（平成10）年 3 6 3 5 21
2001（平成13）年 4 4 5 5 21
2005（平成17）年 3 6 4 8 17
2009（平成21）年 7 9 12 10 17
2014（平成26）年 8 4 3 6 17
2015（平成27）年 9 7 3 11 20
2016（平成28）年 6 4 3 5 20
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販売は、その仕入れや販売において地域と深いか
かわりあいを持ちながら行われており優れた成果
を挙げてきた。2点目は各校が独自に取り組んでき
た地域を教材とした連携教育の広がりである。こ
れらの連携の多くの場面で松本大学がかかわって
おり、このことが後述するデパ トーサミットにおいて
新しいタイプの高大連携が定着する要因となった。
1）長野県の商業教育と実習販売
　長野県の商業高校の実習販売の歴史は古く、た
とえば長野商業高校の「長商デパ トー」はその開始
から1世紀を越えており、3日間で2万人近くの客が
訪れ、売上は毎年2千万円を超えている。小諸商業
高校や須坂創成高校（旧須坂商業高校）でも戦前
から実習販売が行われており、戦後その取り組み
はその他の商業高校にも広がった。これら商業高
校の実習販売はいずれも地域の風物詩となってお
り、各校は地域と繋がりながら独自の実習販売を
作り上げてきた注7。
　長期にわたり実践してきた各校の実習販売が、
商業教育のコアとして扱われるようになったマーケ
ティング分野とより密接に関連させながら実践教育
として推進しようとする動きは、長野県の商業教育
の歴史から見れば当然のことである。
　例えば長野商業高校の実習販売「長商デパー
ト」は、1年次から3年次まで通して行う「課題研
究」の内容として全校で位置づけており、それが学
校の商業教育の集大成となっている。このように、
商業科各科目を組織的に結びつけ、しかも本物志
向に立った身近な教材を扱う（地域を教材とする）
ことが商業教育の魅力の発信に繋がるという考え
方は多くの教員の認識である。
　さらに長野県内各校に勤め、実習販売を指導し
てきた県立高校の教員の中には、各校で行ってい
る実習販売を一堂に会して行う場面をつくることで、
互いの学びを切磋琢磨する実習が行えるのではな
いかと考えていた。
2）地域を教材とした連携教育の広がり
　実習販売を伝統的に行ってきた長野県の商業教
育が、地域とかかわる実践教育を比較的早くから
重視していたことは先に述べたとおりである。この
ことはまた商業教育の質の転換を望む教員にとっ
ては、「商業高校の魅力的な教材は全国一律のも
のを扱うのではなく、個々の学校に応じた地域の
教材を扱うことから始まる」という意識に繋がって
いた。「教科書を教える授業ではなく、教科書で
教える授業」への転換である。先に述べた長野県
商業教育研究会のマーケティングの副教材はその
ような教員の意識から作られたものである。それと
表5  長野県商業高校の実習販売の歴史
学校名 開始年度 現行の名称
須坂創成高校
（旧須坂商業高校） 1930（昭和5）年 創成マーケット
長野商業高校 1902（明治35）年 長商デパ トー
上田千曲高校 1949（昭和24）年 千曲デパ トー
小諸商業高校 1914（大正3）年 スマイル小商店街
諏訪実業高校 1976（昭和51）年 諏実ショッパーズ
穂高商業高校 1976（昭和51）年 穂商マーケット
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前後するように各校においても独自の取り組みが
始まっていた。平成21年に小諸商業高校は地元の
農産物を活用した商品開発や駅構内の空き店舗活
用を進め、平成22年には辰野高校も地元食材を
使ったパンの開発を行い、松本大学はその支援に
当初から深く関わった。取り組みの詳細は前章の
「松本大学における高大連携事業」に譲るが、商
業高校が地域を教材とした教育を推進するために
は、「地域の大学」、「地域の企業」、「地域の行
政」と手を結ぶことが大切な要素であった。高大
連携教育を扱う場合その教材の内容から、連携を
地元の大学と行うのか県外や都会の大学と行うの
かを区別する必要がある。商業高校が扱う教材は
あくまで地域の教材から始まるものであり、それを
熟知する大学との連携教育が必要であった。この
ような動きの中で、松本大学は高大連携の新たな
柱として「地域との連携支援型事業」を重視し、こ
のことが高校教育の質の転換を望む商業高校に
とっても必要であり各校に定着していった。
　平成23年に始めた飯田OIDE長姫高校の地域人
教育は、先に述べた連携要素をしっかり押さえた
「高校、飯田市、大学」の三者による連携教育とし
て始まった。詳細は前章に譲るが、ここに至ること
で地域を教材とした商業教育は、商業教育の教科
指導の向上にとどまらず、地域の担い手育成を含
めた若者の生き方と深くかかわる教育へと醸成さ
れていった。
　以上のようにデパ トーサミットは、「地域とつなが
る伝統的な実習販売」と「各校が独自に始めた地
域連携活動」という2つの活動が背景となり、その
後に高まる長野県内全体の商業高校の連携の動き
とあいまって誕生した。
3．デパートサミットについて
1）はじまりと仕組み
　デパ トーサミットは、長野県商業教育研究会が
主催となって、平成25年1月に7校から9名の教員が
実行委員となりスタ トーした。この取り組みの当初
の目的は以下の4つである。
① キャリア教育の推進
② ホンモノ志向の商業教育の実践
③  ビジネスのスキルとマインドを養成できる学習
環境の構築
④ 商業教育の各校のノウハウの共有化
　当初の目的は、あくまで商業教育の質の改善に
主眼が置かれていた。すなわち各商業高校の実習
販売を一堂に会して行うことで、各校のノウハウを
共有し授業改善に役立てるとともにキャリア教育を
推進させたいという願いであった。松本大学は当
初からこの事業を推進し、新たなタイプの高大連
携事業として、その活動に加わった。デパ トーサミッ
トの全体の仕組みは、図1に示したとおりである。
事前の学習の場として松本大学で行うマーケティン
グ塾とその検証の場として一堂に会して行う「デ
パートゆにっと」から成り立っている。デパートゆ
にっとの販売はあくまでホンモノ志向にこだわり、
長野市の「ながの東急百貨店」を会場とした。さら
にデパ トーゆにっとの場は、「全国高校生合同販売
会」という名称を付けることで、全国の先進校に参
加を呼びかけ、学校間連携の中で切磋琢磨する質
の高い学びの場として活用することを目指した。
2）マーケティング塾について
　マーケティング塾は、発表と検証の場である合
同販売デパ トーゆにっとに向けて、高校生の学びの
場として位置づけられたものである。指導計画は
高校側の教員が主体となって考え、大学側の教員
をはじめとした専門家がそれに応じた指導を進め
る。高校側のニ ズーを徹底して尊重し、通常の授業
では不足していた部分を補完することに努めた。特
にグループワークやプレゼンテーションなどの内容
はフレキシブルな時間を使い様々な機器を活用す
ることができるため、教員が日常的にやりたくても
できなかった内容を補完することができる。このよ
うに、日常の授業との差別化を図ったことが魅力あ
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る学習として定着した要因である。マーケティング
塾の学びの特徴を表6に示した。
　デパ トーゆにっとは夏に実施される。したがって
マーケティング塾は秋に終了し、再び翌年に向け
て新たな参加者によりスタ トーする。参加者は高校
2年生と3年生である。毎年長野県の商業高校各校
から希望者を募り、50名から100名程度の人数が集
まって行われている。1年間のみ参加する生徒と2
年間続けて参加する生徒が混在するため、グルー
プワークを中心に据えながら主体的な学習を進め
ている。表7は昨年実施された年間の学習内容を
示したものである。
　マーケティング塾の内容は、商業高校の学習に
還元するために、そのニ ズーに応えながら始まった
ものである。しかし、マーケティング塾で行う商品
開発は、既存のものをアレンジすることにとどまら
ず、次章の「Ⅲ－5．地域に対する理解・印象の変
化」で示すように、生徒が地域という素材を深く考
えることに変化していった。それは各校の日常の授
業の中でも地域の生活や文化、課題を積極的に考
える生徒を育てることにも繋がっていった。たとえ
ば飯田OIDE長姫高校の「課題研究」で扱う地域
人教育の授業では、マーケティング塾に参加した生
徒が主体的となって地域の課題を探りその解決に
取り組んでいる。また地域を理解し、モノづくりか
ら流通・販売までの流れを学習することは、商業
高校に限定して行われるものではない。平成28年
度からはこの学習を農業教育にも取り入れたいと
いう要望が農業科から出され、長野県南安曇農業
高校が新たに加わった。こうして学習を進めること
で学びの裾野は徐々に広がっていった。その変化
を実際に生徒が扱った商品を年度ごとに比較しな
がら検証してみた。
　当初出品された商品は、商品開発が目的であり
地域資源の活用はその結果として現れた商品が多
かった。この流れを転換させたものが、松代高校
図1　デパートサミットの概念図注8
マーケティング塾のしくみ
県内商業関係高校
全国の先進校
(希望参加)
日常の授業 学校の実習販売
デパートゆにっと
アンテナショップ
(各地域の販売)
デパートゆにっと
（ながの東急百貨店)
マーケティング塾
（松本大学)
デパートサミット
授
業
へ
の
還
元
県内商業関係高校 県内商業関係高校
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で第2期に出品した「杏のごはん」であった。これ
は北信地方の杏子やナスといった地元の素材を生
かし、松代の歴史と風土を背景としたお弁当として
開発されて好評を博した。それは以降に引き継が
れていった。第3期に販売された飯田長姫高校が
下伊那地方の食材を生徒が足を運んで調べ集めた
「ちいさな玉手箱」は、中身を見せずに販売すると
いう風変わりな販売方法を取りながらも地域を強
烈にアピールした商品として売り場の目玉となった。
こうして商品は単なるアレンジや開発にとどまらず
地域資源の活用型へと大きく変化していった。
　マーケティング塾は学校の枠を越え、高校生が
共に学びあう場である。またOBを中心とした松本
大学の大学生も毎回アシストに入る。平成31年には、
高大7年間を通してマーケティング塾の学びを経験
して社会に出る大学生もいる。高校生のアシストに
入る大学生にとっても成長する取り組みであるが、
大学生に及ぼした効果は、今後検証を行っていき
たい。
　表9は今まで行ってきたデパ トーサミットの概要
である。すでにこの取り組みに参加した高校生は
200名を超えている。
4．デパートサミットの学びの広がり
と商業教育
　デパ トーサミットは当初、商業教育の質の向上を
目指して始まったものである。しかし、先にも述べ
表6  マーケティング塾の学びの特徴
学習態度
1　目的が共通している
2　動機が明確で意欲が高い
3　個性と協調性を大事にする
4　地域に深い関心を持つ
学習手法
1　高校・大学・産業界など専門家スタッフの指導
2　指導の目標を共有化し各分野から系統的に指導
3　他校の高校生と共に学び、大学生がサポ トー
4　 グループワーク・プレゼンテーション・習熟度別の学びなど、
生徒主役の双方向学習が中心
5　主体性を重視し、生徒自らが学習全体を進行
学習内容
1　地域について知る
　　各地域の食材　特産物　文化　産業　地勢
2　商品について知る
　　ブランド　デザイン　POP　商品開発
3　人間について知る
　　リーダー論　ビジネスマナー
学習環境
1　内容に応じて様 な々形態の教室を事前に必要数確保
2　5時間程度のまとめ取りを行い学習時間の弾力化を図る
教員の立場
1　学習の場 販売の場ともに生徒を主役にする
2　時間  服装  マナー  整理などに厳格に対応
3　適切な段階でのサポ トーを重視
4　地域や産業界の人 を々繋ぐコーディネ トーに力を注ぐ
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たように、この事業を実施することで、生徒の学び
の目標は商業の実習販売にとどまらず、「地域」に
対する意識の変化に繋がっていった。これはこの
事業の目標のひとつであった「ビジネスのスキルと
マインドを養成する学習」が飛躍的にステップアッ
プしたものと考えられる。
　商業教育は時に儲けを学ぶ実学と思われ、生き
方を考える広い学びからは遠い分野であると言わ
れてきた。しかし、デパ トーサミットは、単に商業の
学習を補完するだけではなく、商業の学びに「地
域」をキーワ ドーとして加えることで、「若者が地
域で主体的に生きるためにはどうすべきかを考え
る学習」に変化していく効果をもたらした。このこ
とは商業教育の魅力を新たな形で発信する可能性
を実証することに繋がると考えている。
　次の章では、このような学びの広がりをみせたデ
パ トーサミットの教育効果を検証するため、参加し
た高校生に対して実施したアンケ トー結果を考察
する。デパ トーサミットの教育上の工夫は、今まで述
べてきたように実施内容の中に多数挙げられてい
る。今回はその中でも、他校の高校生との学びや
大学生のサポ トーを主な工夫として着眼した。さら
に高大連携事業の中で行われた実践的な学びが、
参加した高校生の考え方や行動にどのように変化
を及ぼしたかについて調査を行った。
表7  マーケティング塾の年間実施内容
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表8  「デパートゆにっと」出品商品の特徴
第１期 第２期 第３期 第４期
地域資源活用型 アゲアゲ野菜弁当
杏のごはん
信州にぎし
松本手鞠おやき
癒しの時間
ちいさな玉手箱
香りの杏だんご
ぷるっと姉妹
レグミナパーネム
長いも揚げだんご
かぼんぱん
ＶＶチキン
香りの杏だんご
ちゅるっと３姉妹
さばたけおやき
既存商品アレンジ型
寒天ゼリー
ティラミソ
おやき
かれえ娘ふりふり
山賊焼き
おいでなんシュー
たるとまたると
サ クールＫサンクス
共同開発商品
南信Ｐａｕｎｄ
あげそば
安曇野ぷちっとおやき
あげそば
くまさん大福
太陽の星屑
既存商品
組み合わせ型
信州安曇野湧水伝
表9  デパートサミットの概要
マーケティング塾 デパートゆにっと
参加
学校数
参加生徒数　内訳
開催
回数
全国
参加校
期間
参加生
徒総数
売上高 会場
2013年
（H25）
1期
12校 42名 6回 4校 3日 75名 221万円
ながの東急
百貨店
（長野市）
2014年
（H26）
2期
13校 58名 1期生　19名 8回 12校 3日 107名 229万円
ながの東急
百貨店
（長野市）
2015年
（H27）
3期
10校 72名 2期生　19名 9回 4校 2日 71名 137万円
ながの東急
百貨店
（長野市）
2016年
（H28）
4期
12校 71名 3期生　17名 9回 3校 3日 82名 145万円
ながの東急
百貨店
（長野市）
2017年
（H29）
5期
11校 65名 4期生　21名
9回
（予定）
未定
3日
（予定）
- -
井上百貨店
本店
（松本市）
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Ⅲ．デパートサミットの教育効果
1．デパートサミットの教育効果を考
える枠組み
　本章では、デパ トーサミットに参加した高校生を
対象として実施したアンケ トー調査をもとに、「デ
パ トーサミットの教育効果」について考察していく
こととする。アンケ トー調査の対象者は平成27年デ
パ トーサミット、平成28年デパ トーサミットに2期連
続で参加した3期生17名、平成28年デパ トーサミッ
トにのみ参加した4期生54名の計71名で、このうち
39名の高校生から回答を得ることができた。有効
回収率は54.9％であった。なお、調査実施時期は
平成29年2～3月である。
　デパ トーサミットなどの実践的な教育に関して、
その教育効果を測定するために確立した方法論が
ある訳ではない。もちろん、実践的な教育の前後で
何らかのペーパーテストを課し、学力の伸びを測れ
ば良いというほど単純なものでもない。また、副次
的な効果も考えられるため、教育効果の全体像を
把握するのは難しい。実践的な教育に関する取り
組みが増える一方で、その教育効果をどのように捉
えるべきか、これは教育現場において大きな課題
となりつつある。そこで今回、我々は、実験的な取
り組みとして、デパ トーサミットの経験を通じて、高
校生の「①性格や日常の行動に変化が見られた
か」、「②地域に対する理解・印象に変化が見られ
たか」、「③高校での学習内容への関心に高まりが
見られたか」、という3つの視点を中心に、デパ トー
サミットの教育効果を考えてみることとした（図2参
照）。ペーパーテストなどでは把握しきれない多種
多様な教育効果を検討する上での一材料になるこ
とを期待している。
2．調査回答者の個人属性
　まず初めに、表10をもとに調査回答者の個人属
性について確認しておこう。調査回答者の学年は、
「2年生」が38.5％、「3年生」が61.5％である。また、
デパ トーサミットへの参加が2年目となる「3期生」
が35.9％、1年目となる「4期生」が53.8％となってい
る。性別は、「男性」が23.1％、「女性」が74.4％と
なっており、女性の割合がかなり高い。最近の実績
を見ても、デパ トーサミットへ参加する高校生は、
相対的に女性が多い傾向となっている。
　調査回答者の進路（希望・決定先）は、「進学」
が59.0％で最も多く、これに「就職」が38.5％、「未
定」が2.6％で続いている。なお、「就職」とした者
は、全員が「県内での就職」を予定している。一方、
図2　デパートサミットの教育効果を考える枠組み
デパートサミット
≪スループット≫
－実践的な教育－
マーケティング塾
デパートゆにっと
（全国高校生合同販売）
デパートサミットの
教育上の工夫
≪インプット≫
他校の高校生と共に学ぶ
大学生のサポート
デパートサミットの教育効果
≪アウトプット≫
地域に対する理解・印象の変化
高校での学習内容への関心の高まり
性格や日常の行動の変化
（※社会人基礎力）
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「進学」とした者のうち、「県内での進学」を予定
している者は56.5％、「県外での進学」を予定して
いる者は43.5％となっている。全体としては、県内
にとどまる予定の高校生が7割程度を占める計算
になる。また、こうした進路を考えていく際、デパー
トサミットの経験が少なからず影響を与えているこ
とがうかがえる。図3を見ると、「進路を考える上で、
デパ トーサミットの経験は役に立ちましたか」とい
う質問に対しては、「役に立った」が61.5％で最も多
く、これに「やや役に立った」の28.2％を加えると、
約9割の高校生が肯定的な回答をしている。なお、
具体的にどのように役に立ったかについては、今後
の研究上の課題として残されている。
3．デパートサミットの教育上の工夫
に対する評価
　全国の中学校・高校でも、学生が商品開発に関
与し、実際に販売活動に取り組んでいるという事
例は少なくない。一方、デパ トーサミットでは、こうし
た取り組みに、①他校の高校生と共に学ぶ、②デ
パ トーサミットを経験した大学生がサポ トーする、
という教育上の工夫が加えられている。ひとつの高
校の中で完結するのではなく、他校の高校生や大
学生と一緒に学ぶという非日常的な環境下に身を
置くことで、学習内容への理解、学習への意欲を高
めることが期待されている。
表10  調査回答者の個人属性（n=39）
学年
2年生 38.5（15）
3年生 61.5（24）
デパ トーサミットへの
参加時期
3期生 35.9（14）
4期生 53.8（21）
不明 10.3（ 4）
性別
男性 23.1（ 9）
女性 74.4（29）
不明 2.6（ 1）
進路（希望・決定先）
就職 38.5（15）
うち県内 100.0（15）
うち県外 0.0（ 0）
進学 59.0（23）
うち県内 56.5（13）
うち県外 43.5（10）
未定 2.6（ 1）
図3　進路を考える上で、デパートサミットの経験は役に立ちましたか（n=39）
61.5%
28.2%
10.3%
役に立った
やや役に立った
あまり役に立たなかった
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　こうした教育上の工夫に対して、高校生はどのよ
うな評価をしているのであろうか。図4を見ると、
「他校の高校生と一緒に取り組むことで、学習内
容への理解が進みましたか」という質問に対しては、
「理解が進んだ」とした者が51.3％で最も多く、こ
れに「やや理解が進んだ」とした者の46.2％を加え
ると、約98％の高校生が肯定的な回答をしている。
また、「他校の高校生と一緒に取り組むことで、学
習への意欲が湧きましたか」という質問については、
「意欲が湧いた」が59.0％、「やや意欲が湧いた」
が38.5％となっており、他校の高校生との連携は、
学習意欲の向上により強く影響していることがうか
がえる（図5参照）。なお、自由記述においても、他
校の高校生との交流により、参加者のモチベーショ
ンが高まっていることがわかる記述が複数見られ
る。
　一方、図6を見ると、「大学生がサポ トーすること
で、学習内容への理解が進みましたか」という質問
に対しては、「理解が進んだ」とした者が53.8％で
最も多く、これに「やや理解が進んだ」とした者の
41.0％を加えると、約95％の高校生が肯定的な回
答をしている。これは、前述した「他校の高校生と
一緒に取り組むことで、学習内容への理解が進み
ましたか」という質問とほぼ同様の傾向である。ま
た、「大学生がサポ トーすることで、学習への意欲
が湧きましたか」という質問については、「意欲が
湧いた」が43.6％、「やや意欲が湧いた」が46.2％
となっており、その他の質問と比較すると、肯定的
な回答がやや少なくなる傾向にある（図7参照）。
しかし、それでも約90％の高校生が大学生のサ
図5　他校の高校生と一緒に取り組むことで、学習への意欲が湧きましたか（n=39）
図4　他校の高校生と一緒に取り組むことで、学習内容への理解が進みましたか（n=39）
59.0%
38.5%
2.6% 0.0%
意欲が湧いた
やや意欲が湧いた
あまり意欲が湧かなかった
意欲が湧かなかった
51.3%46.2%
2.6% 0.0%
理解が進んだ
やや理解が進んだ
あまり理解が進まなかった
理解が進まなかった
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ポ トーに何らかの意義を感じていることは注目すべ
き点であろう。
　以上のことから、デパ トーサミットの教育上の工
夫は、高校生から一定レベル以上の評価を得てい
るものと考えられる。学びの場を高校の中から外
へと広げることによって、とりわけ普段接すること
のない同世代の学生との関わりを持たせることに
よって、学習内容への理解はもとより、学習への意
欲を高める可能性があることがわかる。
4．性格や日常の行動の変化
　デパ トーサミットの教育効果を把握するために、
まず、デパ トーサミットの経験後、高校生の性格や
日常の行動に何らかの変化がもたらされたかどう
かを確認していくこととする。今回は、平成18年に
経済産業省が定義した「社会人基礎力」を念頭に
しながら、12の視点で質問を整理し、高校生に回
答してもらった。
　デパ トーサミットの経験後、自分の性格や日常の
行動にポジティブな変化を実感している高校生は
少なくない。図8で「そう思う」と「ややそう思う」を
合計したポジティブ派に注目すると、「社会のルー
ル、人との約束は、必ず守ることを心がけるように
なった」（規律性）が100.0％で最も多く、これに
「チームで物事を行う際、自分がどのような役割を
果たすべきかを考えるようになった」（情況把握
力）が94.9％、「自らやるべきことを見つけて、主体
的に物事に取り組むようになった」（主体性）が
92.3％、「課題の解決に取り組む際、解決策の検
図7　大学生がサポートすることで、学習への意欲が湧きましたか（n=39）
図6　大学生がサポートすることで、学習内容への理解が進みましたか（n=39）
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やや意欲が湧いた
あまり意欲が湧かなかった
意欲が湧かなかった
53.8%
41.0%
5.1%0.0%
理解が進んだ
やや理解が進んだ
あまり理解が進まなかった
理解が進まなかった
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討や準備を念入りに行うようになった」（計画力）
が89.8％で続いている。デパ トーサミットの実践的
な教育の中で、自らの役割・責任を把握しながら、
ミスなく物事を進める術を学習していることがうか
がえる。その一方で、「既存の発想にとらわれず、
課題に対して新しい解決方法を考えるようになっ
図8　デパートサミット経験後の「性格や日常の行動の変化」（n=39）
30.8
28.2
23.1
12.8
38.5
30.8
23.1
23.1
35.9
48.7
59.0
25.6
61.5
43.6
53.8
66.7
51.3
35.9
56.4
56.4
51.3
46.2
41.0
59.0
5.1
25.6
17.9
20.5
7.7
28.2
15.4
15.4
10.3
5.1
15.4
2.6
2.6
2.6
2.6
5.1
5.1
5.1
2.6
2.6
自らやるべきことを見つけて、
主体的に物事に取り組むようになった
 （主体性）
物事を行う際、周囲の人々に対して、
積極的に働きかけるようになった
 （働きかけ力）
言われたことをやるだけでなく、
自ら目標を設定し行動に移すように
なった （実行力）
物事を行う際、自ら現状を分析し、
目標や課題を明らかにしようとする
ようになった （課題発見力）
課題の解決に取り組む際、
解決策の検討や準備を念入りに
行うようになった （計画力）
既存の発想にとらわれず、
課題に対して新しい解決方法を
考えるようになった （創造力）
自分の意見をわかりやすく
整理した上で、相手に理解して
もらえるように話すことを
心がけるようになった （発信力）
相手の話しやすい環境を作り、
相手の意見を引き出すことを
心がけるようになった （傾聴力）
自分のルールややり方に固執する
のではなく、相手の意見や立場を
尊重し理解することを心がける
ようになった （柔軟性）
チームで物事を行う際、
自分がどのような役割を果たすべきか
を考えるようになった （情況把握力）
社会のルール、人との約束は、
必ず守ることを心がけるようになった
 （規律性）
ストレスを感じることがあっても、
成長の機会だとポジティブに捉える
ようになった （ストレスコントロール力）
そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 不明
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た」（創造力）についてはポジティブ派が66.7％、
「物事を行う際、周囲に対して、積極的に働きかけ
るようになった」（働きかけ力）については同71.8％
となっており、こうした変化を実感している高校生
は相対的に少ない。デパ トーゆにっと（全国高校生
合同販売）などの一部の取り組みにおいては、やる
べきことのノウハウが蓄積されてきており、新たに
参加した高校生は、先輩の行動パターンを参考に
しながら、次の行動を考えるというような流れに
なってきているのかもしれない。
　こうした傾向をデパ トーサミットへの参加時期別
に分析すると、デパ トーサミットへの参加が2年目と
なる「3期生」の方がよりポジティブな変化を感じて
いることがわかる。表11を見ると、「課題の解決に
取り組む際、解決策の検討や準備を念入りに行うよ
うになった」（計画力）をはじめとして、「言われた
ことをやるだけでなく、自ら目標を設定し行動に移
すようになった」（実行力）、「物事を行う際、自ら
現状を分析し、目標や課題を明らかにするように
なった」（課題発見力）、「ストレスを感じることが
あっても、成長の機会だとポジティブに捉えるよう
になった」（ストレスコントロール力）など、複数の項
目において、「3期生」の性格・行動変化指数が相
対的に低くなっている。デパ トーサミットへの参加
を重ねることによって、いわゆる“社会人基礎力”が
磨かれていることが推測できる。また、教育上の工
夫に対する評価別で見ると、「高評価グループ」ほ
ど、ほとんどの項目において性格・行動変化指数
が低くなっている。デパ トーサミットの教育上の工夫
（①他校の高校生と共に学ぶ、②デパ トーサミット
を経験した大学生がサポ トーする）に意義を感じて
いる高校生は、デパ トーサミットへの参加を通じて、
自分自身の成長を実感しているものと思われる。
5．地域に対する理解・印象の変化
　次に、デパ トーサミットの経験を通じて、高校生
の地域に対する理解・印象にどのような変化が見
られたかを確認しておこう。デパ トーサミットの中で
は、地域資源の洗い出し、地域企業との関わりなど、
表11  デパートサミット経験後の「性格や日常の行動の変化」（性格・行動変化指数）
（注1） 表中の数値（性格・行動変化指数）は、問5①～問5⑫の各質問に対して、「そう思う」を1点、「ややそう思う」を2点、「あまりそう思わな
い」を3点、「そう思わない」を4点として、その合計値をサンプル数で除した値。同指数が低いほど、それぞれの性格や日常の行動がポジ
ティブに変化していることを示している。
（注2） 表中の「教育上の工夫に対する評価別」については、問9～問12の4つの質問の回答（1.ポジティブ評価⇔4.ネガティブ評価）を合計し、
その合計値が5以下を「高評価グループ」（17名）、6以上を「低・中評価グループ」（22名）と分類している。
問5① 問5② 問5③ 問5④ 問5⑤ 問5⑥ 問5⑦ 問5⑧ 問5⑨ 問5⑩ 問5⑪ 問5⑫
自らやるべき
ことを見つけ
て、主体的に
物事に取り
組むように
なった
（主体性）
物事を行う
際、周囲の
人々に対し
て、積極的に
働きかけるよ
うになった
（働きかけ
力）
言われたこと
をやるだけで
なく、自ら目
標を設定し
行動に移す
ようになった
（実行力）
物事を行う
際、自ら現状
を分析し、目
標や課題を
明らかにしよ
うとするよう
になった
（課題発見
力）
課題の解決
に取り組む
際、解決策
の検討や準
備を念入りに
行うように
なった
（計画力）
既存の発想
にとらわれ
ず、課題に
対して新しい
解決方法を
考えるように
なった
（創造力）
自分の意見
をわかりやす
く整理した上
で、
相手に理解
してもらえる
ように話すこ
とを心がける
ようになった
（発信力）
相手の話し
やすい環境
を作り、相手
の意見を引
き出すことを
心がけるよう
になった
（傾聴力）
自分のルー
ルややり方
に固執する
のではなく、
相手の意見
や立場を尊
重し理解す
ることを 心が
けるように
なった
（柔軟性）
チームで物
事を行う際、
自分がどの
ような役割を
果たすべき
かを考えるよ
うになった
（情況把握
力）
社会のルー
ル、人との約
束は、必ず
守ることを心
がけるように
なった
（規律性）
ストレスを感
じることが
あっても、成
長の機会だ
とポジティブ
に捉えるよう
になった
（ストレスコン
トロール力）
合計 1.79 2.03 2.00 2.08 1.74 2.08 2.03 2.03 1.79 1.56 1.41 1.90
　【デパートサミットへの参加時期別】
3期生（14名） 1.71 2.00 1.79 1.86 1.43 2.00 2.00 1.93 1.79 1.57 1.29 1.64
4期生（21名） 1.81 2.00 2.15 2.19 1.95 2.14 2.00 2.10 1.71 1.57 1.38 1.95
両グループの差
（4期生-3期生）
絶対値0.2以上の差の項目に網かけ
0.10 0.00 0.36 0.33 0.52 0.14 0.00 0.17 -0.07 0.00 0.10 0.31
　【教育上の工夫に対する評価別】
高評価グループ（17名） 1.47 1.76 2.00 1.94 1.65 2.00 1.71 1.88 1.53 1.59 1.29 1.76
低・中評価グループ（22名） 2.05 2.23 2.00 2.18 1.82 2.14 2.27 2.14 2.00 1.55 1.50 2.00
両グループの差
（低・中評価グループ－高評価グループ）
絶対値0.2以上の差の項目に網かけ
0.57 0.46 0.00 0.24 0.17 0.14 0.57 0.25 0.47 -0.04 0.21 0.24
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地域を題材としながら実践的な教育が進められて
いる。地域に対する理解を深めること、地域に対す
る印象をポジティブなものにすることは、地方部に
おける教育上の課題でもある。
　まず、「地域を理解する上で、デパ トーサミットの
経験は役に立ちましたか」という質問に対しては、
「役に立った」が74.4％で最も多く、これに「やや役
に立った」の17.9％を加えると、9割強の高校生が
肯定的な回答をしている（図9参照）。次に図10を
見ると、「地域に対する興味・関心が増した」では、
「そう思う」が56.4％、「ややそう思う」が38.5％と
なっており、9割強の高校生がポジティブな回答を
している。また、「地域に対する愛着を感じるよう
になった」では、「そう思う」が48.7％、「ややそう思
う」が43.6％となっており、デパ トーサミットの経験
が地域に対する印象を好転させていることがうか
がえる。その結果、「地域に貢献したいと考えるよ
うになった」と全員（「そう思う」35.9％、「ややそう
思う」64.1％）が回答している。さらに「地域で働き
たいと考えるようになった」では、「そう思う」が
図10　デパートサミット経験後の「地域に対する印象の変化」（n=39）
図9　地域を理解する上で、デパートサミットの経験は役に立ちましたか（n=39）
56.4
48.7
35.9
43.6
38.5
43.6
64.1
43.6
5.1
7.7
12.8
地域に対する興味・関心が増した
地域に対する愛着を感じるようになった
地域に貢献したいと考えるようになった
地域で働きたいと考えるようになった
そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない
74.4%
17.9%
2.6%
5.1%
役に立った
やや役に立った
あまり役に立たなかった
不明
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43.6％、「ややそう思う」が43.6％となっており、約9
割の高校生が地元での就職を検討している。“若年
者の流出”という地方部の喫緊の課題に対しても、
デパ トーサミットの取り組みが一石を投じる可能性
があることを示唆している。
　こうした傾向をデパ トーサミットへの参加時期別
に分析すると、デパ トーサミットへの参加が初めて
の「4期生」の方が、地域に対する興味・関心が増
した、さらには地域で働きたいと考えるようになっ
たとする者が相対的に多いことがわかる（表12参
照）。一方、「3期生」は、地域を理解する上で、デ
パ トーサミットの経験が役に立ったと考える者が相
対的に多くなっている。デパ トーサミットへの参加
を重ねることによって、地域に対する印象の変化か
ら、地域に対する理解の変化へと、その内実が大き
く変わっていくことが見てとれる。また、教育上の工
夫に対する評価別で見ると、「高評価グループ」ほ
ど、ほとんどの項目において理解・印象変化指数
が低くなっている。デパ トーサミットの教育上の工夫
（①他校の高校生と共に学ぶ、②デパ トーサミット
を経験した大学生がサポ トーする）に意義を感じて
いる高校生は、デパ トーサミットへの参加を通じて、
地域をよりポジティブに受け止めるようになってい
ることがわかる。
6．高校での学習内容への関心の高まり
　デパ トーサミットの経験、高校（商業科）での学
び、この両者の関係性について、高校生はどのよう
に考えているのであろうか。「デパ トーサミットの経
験に、商業科のどの科目の基礎知識が役に立ちま
表12  デパートサミット経験後の「地域に対する理解・印象の変化」（理解・印象変化指数）
（注1） 表中の数値（理解・印象変化指数）は、問6①～問6④及び問7の各質問に対して、「そう思う」・「役に立った」を1点、「ややそう思う」・「や
や役に立った」を2点、「あまりそう思わない」・「あまり役に立たなかった」を3点、「そう思わない」・「役に立たなかった」を4点として、その
合計値をサンプル数で除した値。同指数が低いほど、地域に対する理解・印象がポジティブに変化していることを示している。
（注2） 表中の「教育上の工夫に対する評価別」については、問9～問12の4つの質問の回答（1.ポジティブ評価⇔4.ネガティブ評価）を合計し、
その合計値が5以下を「高評価グループ」（17名）、6以上を「低・中評価グループ」（22名）と分類している。
問7 問6① 問6② 問6③ 問6④
地域を理解
する上で、デ
パートサミッ
トの経験が
役に立ちまし
たか
地域に対す
る興味・関心
が増した
地域に対す
る愛着を感じ
るようになっ
た
地域に貢献
したいと考え
るようになっ
た
地域で働き
たいと考える
ようになった
合計 1.24 1.49 1.59 1.64 1.69
　【デパートサミットへの参加時期別】
3期生（14名） 1.14 1.50 1.57 1.64 1.86
4期生（21名） 1.26 1.38 1.52 1.57 1.52
両グループの差
（4期生-3期生）
絶対値0.2以上の差の項目に網かけ
0.12 -0.12 -0.05 -0.07 -0.33 
　【教育上の工夫に対する評価別】
高評価グループ（17名） 1.13 1.35 1.53 1.59 1.47
低・中評価グループ（22名） 1.33 1.59 1.64 1.68 1.86
両グループの差
（低・中評価グループ－高評価グループ）
絶対値0.2以上の差の項目に網かけ
0.21 0.24 0.11 0.09 0.39
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したか」という質問に対しては、「マーケティング」
が70.3％で最も多く、これに「商品開発」が37.8％、
「広告と販売促進」が27.0％、「原価計算」が
21.6％で続いている（図11参照）。デパ トーサミット
では、その取り組みのひとつとして、高校生が企画
開発した商品を実際に販売するデパ トーゆにっと
（全国高校生販売）を実施している。その実践的
な取り組みに直結する科目群を役に立ったとする
声が多いことがわかる。
　また、「デパ トーサミットの経験後、商業科のど
の科目をさらに学習したいと思いましたか」という
質問に対しては、「マーケティング」が67.6％で最も
多く、これに「商品開発」が43.2％、「広告と販売
促進」が32.4％で続いている。自由記述においても、
商品開発・価格設定の難しさ、販売に関する知識
の必要性を指摘する意見が見られる。なお、ここま
での回答は、前述した基礎知識として役に立ったと
される科目群と大きな違いはない。特筆すべきは、
「ビジネス経済」（18.9％）を挙げる高校生が増え
ている点である。デパ トーサミットで経験した具体
的な経済事象を、需要と供給、価格決定と市場の
役割などといった経済理論と関連付けて学習して
みたいと考える高校生が一定程度存在することが
わかる。高校（商業科）での学習内容への関心が
縦方向（さらなる学習）と横方向（新たな学習）の
両方向へと広がりつつあることがうかがえる。
　さらに、「デパ トーサミットの経験後、商業科の
科目以外で学習したいと思う分野ができましたか」
という質問に対しては、「できた」とする者が32.4％
となっており、3人に1人が学習に対する興味の幅
が広がる傾向にある（図12参照）。具体的な分野
を見ると、国語（文章理解）や数学などのリテラ
シー分野、農業、食品加工、流通などの商品開発
に関連する分野だけでなく、心理学や色彩学など
が挙げられている。デパ トーサミットでの学びが、
商業科の枠を越えて、他分野にも広がる可能性が
図11　デパートサミットの経験と高校（商業科）での学びの関係性（n=37）
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あることを示唆している。
　なお、こうした傾向をデパ トーサミットへの参加
時期別に見ると、2年生が多く含まれている「4期
生」ほど、さらに学習したいと思う商業科の科目数
が増え、卒業を控えた3年生が多く含まれている「3
期生」ほど、商業科の科目以外で学習したいと思う
分野が「できた」とする者が多くなっている。
Ⅳ． 高大連携プログラムのあり
方と課題
1．デパートサミットの特徴と教育的意義
　本章の目的は、これまでの研究結果を踏まえ、デ
パ トーサミットが高大連携型の人材育成モデルとし
てどのような意義があるのかを検討することである。
前章までに見てきた通り、デパ トーサミット事業は、
従来の資格中心の教育方法を見直して新しい商業
教育を志向しようとする「商業高校」の側と、地域
に根差した人材養成に取り組んできた「松本大
学」の側の両者の問題意識が重なり生み出された
独自の教育プログラムであったといえるだろう。こ
のデパートサミットにおいてとられた教育手法の
「新しさ」とは何だったのか。そして、そのような特
徴を持つデパ トーサミット事業を実施することを通
して、その事業に参加した学生たちに対して、どの
ような教育的効果があったといえるのか。本稿で
は、以下の諸点にまとめることができると考えてい
る。
　第1として、デパ トーサミット事業は、生徒たちが
自らの創造力を活かしながら創りあげていく学習
プログラムであるところに特徴があった。従来の学
校での学びは、教師から生徒へというように一方
向的に知識を伝達する関係へと陥りやすい。それ
に対して、デパ トーサミットにおいては、教師と生徒
とが異なる役割を持ちながらも、互いに対話し協
働しつつ新しいものを産み出していく「パ トーナー
としての関係性」が構築できていたように思われる。
このように生徒たちの創造性が活かされ、他者と
の協働によって創造していく学びでの場であったこ
とによって、生徒たちのデパ トーサミットに対する
学びへの意欲を喚起するものとなっていたものと
思われる。
　第2として、「高校と高校」、そして「高校と大学」
といったように、従来の学校の枠を越えて学び合
いの場が展開している点である。これまでの学校
においては、同じ高校内での同学年同士の関係に
閉ざされがちであった。しかしながら、このマーケ
図12　デパートサミットの経験後、商業科の科目以外で学習したいと思った分野ができましたか
（n=37）
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不明
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ティング塾では、多様な考えを持った他者（他校の
生徒、地域の方たち）と一緒に対話と協働をしてい
くことが要請される。このように時として異なる文
化を持つのであろう他者の思いに耳を澄ませたり、
自分自身の考えを整理して伝えたりしていく学びの
経験をすることは、リアリティのある学びを掴む契
機となり、生徒たちの学習への意欲を高めていく
結果（「デパ トーサミットの教育上の工夫に対する
評価」を参照）にもつながっているものと考えられ
る。
　第3として、デパ トーサミットは、「地域に根ざし
た教育プログラム」として深化してきたプログラム
である。デパ トーサミットが回数を重ねるごとに、既
存の商業教育の教科の枠を越え、地域そのものを
対象とした教育プログラムへと深まりを見せている。
これまでに示されていたように、デパ トーサミットで
は、第2期の松代高校による「杏のごはん」の商品
開発を契機として、生徒自身が地域の歴史や風土
を見つめなおし、地域資源を活用した商品開発に
取り組んでいくプロセスが学びの中に位置づけら
れるようになっていった。アンケ トー結果を見ても
「地域に対する興味・関心が増した」、「地域で働
きたいと考えるようになった」とする回答が高い割
合を示している（「地域に対する理解・印象の変
化」を参照）。地域の魅力ある資源や人たち、そし
て地域の具体的な課題に触れて、身近な足元を見
つめ直していく学びの経験が、デパ トーサミットに
参加している生徒たちの地域そのものへの関心を
引き起こすことへとつながっているものと考えられ
る。
　第4として、デパ トーサミットにおける総合的な学
びの展開についてである。地域を学ぶことを位置
づけたデパ トーサミットでは、地域社会における多
様で総合的な現実に即した学びが展開することに
なる。それ故に、その事業に参加した生徒たち多
様な問題関心を喚起することにつながったのは、
地域に根ざしたことによる「学びの総合性」の故
であるといえるだろう。デパ トーサミットの経験後の
関心を問うアンケ トーをみても、「高校（商業科）で
の学習内容への関心が縦方向（さらなる学習）と
横方向（新たな学習）の両方向へと広がりつつあ
る」ことが見て取れる。
　このように生徒たちが地域の多様な人たちの価
値観や多様な視点に立ちながら、地域や社会に向
き合う学びの経験は総合的で多角的なものである
が故に、単に「企業社会のニ ズーに応じた人材の育
成」に留まるものではない。地域における多様な価
値観に触れながら、「個」としての判断や責任を持
ちながら取り組むことで、生徒たちの自立を促し、
以て、地域を担う主体者としての力を総合的に育く
んでいく取り組みとなっていたのではないかと考え
る。
　第5として、地元への定着を志向する若者の進路
の選択肢を拓くキャリア教育としての意義について
である。ともすれば、このような地域への愛着を深
めさせ、地元定着の人材育成を図るというような視
点は、「共同体主義的な発想によって生徒を地元に
縛り付け、将来の選択肢を狭める」といった批判も
なされることが推測される。しかしながら、むしろ、
われわれは、デパ トーサミットを通して、生徒たちの
将来の選択の自由の幅を広げていくことに寄与で
きているのではないか注9と考えている。
　これまでの学校教育において支配的であった知
識偏重・学力至上主義的な単一の価値尺度におい
ては、地域の中で育ちあう生き方・働き方や暮らし
の中の知恵といったものは軽視されてきた。それ故
に、学校での学びを深めていくということは、自分
自身の育った地域に見切りをつけて、若者たちが自
らの将来の展望を描くしか選択肢がなくなってい
く現状があったのではないだろうか。但馬における
生活綴方教師であった東井義雄は、立身出世だけ
に進学の道を志す教育を「村を捨てる学力」として
批判し、「村を育てる学力」を求めたことで知られ
ている注10が、そのような実践記録を通してみても、
これまでの学校が若者たちを地域で生きていくと
いうことから切り離す作用をもたらしてきたといえ
高大連携プログラムの効果に関する検証
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るのではないか。
　しかしながら、今日の不安定就労や長時間労働
の企業社会のおかれた状況を鑑みれば、都市部の
学校へと進学をして大企業へと就職をしていくとい
うライフコ スー自体が必ずしも「幸福な人生」を担
保するものであるとは限らない、ということは、もは
や明らかなことである。臨床教育学の研究者であ
る田中孝彦が指摘しているように、「生まれ育った
地域で、慣れ親しんだ人 と々ともに生きていくこと、
その地域で身近な人々に役に立つ仕事に就いて生
きていくことを幸福と考えようとしている」という考
え方が「普通」の子どもたちの生活意識において
も急速に拡がってきている注11。こうしたデパ トーサ
ミットを通して、地域に根ざして生きている人々の
生き方・働き方に出会う経験をすることは、地域に
根ざしながら生きていくことができる展望を拓くも
のであるし、生徒たちの希望にも沿ったものとも
なっているといえるのではないか。
　いずれにしても、デパ トーサミットは、生徒たちが
地域そのものを創造していく力を育むものであり、
これからの地域社会に求められる在り方とは何か、
そうした地域社会でどのように生きて働いていくか
ということを若者たちに問いかける挑戦的な高大
連携型事業となっているといえるだろう。
2．残された課題
　本稿では、高大連携プログラムの取り組みのひ
とつとして取り組んできたデパ トーサミットの教育
的効果について参加した生徒たちのアンケ トーを
基にして明らかにしてきた。3年間にわたる「高大
連携による地域人材の育成に関する実証的研究」
の初年度にあたる本年度においては、特に、デパー
トサミットが個々の生徒の成長や学びに関する成
果の検証に限定された分析となった。しかしながら、
デパ トーサミットの可能性は、それにとどまるもの
ではない。この事業が各高等学校における教育実
践に与えた影響や、「デパ トーサミット支援会ゆに
まる」に所属する松本大学・松商短期大学部の学
生たちに対して与えた影響はどのようなものであっ
たのだろうか。さらには、このデパ トーサミットは、
地域の人たちとのかかわりを含みながら事業展開
をしており、若者の視点に立った地域づくり実践と
してもみることができるとするならば、この事業を
通してもたらされた地域への波及効果とはどのよう
なものであったのだろうか。デパ トーサミットにおけ
る教育効果のさらなる分析を試みていくためには、
それらに関わるより広い枠組みでの分析が必要と
なってくる。それらは、次年度以降において引き続
き検討をしていきたいと考える。
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注1　 西村修一「商業教育に関する学科の現状」『産
業と教育 6月号』産業教育中央会,（2017）.
注2　 番場博之『職業教育と商業高校―新制高等学
校における商業科の変遷と商業教育の変容―』
大月書店, p.143,（2010）.
注3　 番場博之，同上書，p.197．
注4　 番場博之，同上書，p.198．
注5　 全国商業高等学校校長協会商業教育対策委員
会『学習指導要領改訂への提言』全国商業高等
学校校長協会, p21，（2016）.
注6　 「商業の在校生に対するアンケート調査」『長
野県商業教育 第16号~第45号』長野県商業教
育研究会（1985‐2014）において継続して掲載
されたデータである「商業の在校生に対するア
ンケ トー調査」を基に新たに作成。
注7　 長野県商業教育研究会「高大連携や地域連携
を活用した新しい学び『デパ トーサミット』につ
いて」『産業と教育1月号』産業教育振興中央
会，p20,（2015）．
注8　 大野整「松本大学の高大連携教育『デパート
サミット』の取り組み－上－」『教育学術新聞』
2015年9月16日．
注9　 白戸洋「飯田OIDE長姫高校の地域人教育推進
に向けた三者協定～松本大学の果たす役割と
その今日的使命～」『住民と自治（645）』自治体
問題研究所，（2017）．
注10   東 井 義 雄『 村を育 てる学 力』明 治 図 書，
（1974）．
注11   田中孝彦「学習の主体は子どもたち自身である
―『普通』の子どもの生活意識と学習への要
求―」久冨善之・田中孝彦編著『未来への学力
と日本の教育Ⅰ希望をつむぐ学力』明石書店, 
p.p25-33,（2005）．
